
三菱マテリアル株式会社
執行役社長

22中期経営戦略からその先へ

　当社は、2020年度からの3年間を対象とする中期経
営戦略（22中経）を策定し、2020年3月に公表しました。
2021年度は、22中経の2年目にあたります。
　22中経では、企業理念である「人と社会と地球のため
に」のもと、当社の事業活動を通じて社会的課題の解決
をしていくことで、社会的価値と経済的価値の両立を図
ることを骨子に、当社グループが2030年から2050年に

かけて目指す姿を「豊かな社会」「循環型社会」「脱炭素社
会」の構築に貢献することと定めました。
　また、全社方針として「事業ポートフォリオの最適化」
「事業競争力の徹底追求」「新製品・新事業の創出」の3
点を掲げ、これらに沿った各事業及びコーポレートの戦
略を策定しました。
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企業理念

事業戦略

コーポレート戦略
研究開発・マーケティング戦略 ものづくり戦略

品質管理戦略 デジタル化戦略 人事・人材戦略

戦略実行を支え経営の持続性を確保するためのガバナンスと組織

コーポレートガバナンス 目指す組織・風土（グループガバナンス）
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素材・製品の
安定供給
【Q,D】

循環型社会の
実現
【C】

気候変動への
対応
【C】

環境保全・
環境技術
【C】

労働安全衛生
【S】

ガバナンス
【C】

多様な人材の
育成と活用

バリューチェーンに
おける責任
【Q,D】

ステークホルダー
コミュニケーション

デジタルトランス
フォーメーション

ビジョン

会社の目指す姿

全社方針

事業の長期目標・戦略

重要課題【SCQDEとの関係】

人と社会と地球のために

ユニークな技術により、人と社会と地球のために新たなマテリアルを創造し、
持続可能な社会に貢献するリーディングカンパニー

【社会的価値と経済的価値の両立を図る】
銅を中心とした非鉄金属素材及び付加価値の高い機能材料・製品の提供を通じて
豊かな社会の構築に貢献する。
リサイクル可能な製品の提供、高度なリサイクル技術による廃棄物の再資源化を通じて
循環型社会の構築に貢献する。
地熱等再生可能エネルギーの開発・利用促進、環境負荷低減を考慮したものづくりの徹底により
脱炭素社会の構築に貢献する。

 高機能製品C ：
 グローバル・ファースト・サプライヤー
 コアコンピタンスの組み合わせによる新製品・新事業の創出、 
 マーケティング起点・マーケットインでの勝ちパターンを追求
 加工事業C ： 
 戦略市場でのトップ3サプライヤー
 先端技術を活用した高効率製品の提供
 金属事業C ： 
 環境親和型製錬ビジネスのリーダー
 銅を中心とした非鉄金属の安定供給と循環
 セメント事業C ： 
 高度な環境技術を持つ、
 国内外のセメント業界のリーダー
 国内での優位性確保と海外市場での成長
 環境・エネルギー事業C ：
 資源循環システムの牽引者
 地熱開発のリーディングカンパニー
 都市廃棄物の問題解決と再生可能エネルギー事業拡大

１）事業ポートフォリオの最適化
２）事業競争力の徹底追求
３）新製品・新事業の創出

図1 22中期経営戦略の全体像
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　2020年度は、言うまでもなく新型コロナウイルス感
染症拡大の影響を大きく受けた1年でした。新型コロナ
ウイルス感染症の影響については、ワクチン接種の進
展、集団免疫獲得による収束への期待がある一方で、変
異株の発生等、予断を許さない状況にあります。こうした
中、当社グループは、事業環境、とりわけ自動車産業を
中心とする需要の大幅な減退の影響を、上半期を中心に
大きく受けました。
　製造現場においては徹底的な感染拡大防止策のもと、
操業の継続に取り組んでいます。一方、オフィスにおいて
はリモートワークの実施を初期の段階から進め、緊急事
態宣言下等の状況に応じて出社率を10%から多くても
50%以下にコントロールしながら業務を遂行しています。
　こうした取り組みにより、需要に応じた素材・製品の供
給やさまざまな廃棄物の継続的な受け入れ・処理を通じ
て、目指す姿である「豊かな社会」「循環型社会」の構築へ
の貢献を果たせているものと考えています。
　財務計画の面では、第３四半期からの需要の持ち直し
があったものの、前年度（2019年度）に対し連結営業利
益では約30％の減少となりました。このため、22中経の
財務計画については見直しをする必要が生じました。
　それに対し、2030年から2050年にかけての目指す姿
については、足許の状況によって変更が必要なものでは
なく、引き続き「豊かな社会」「循環型社会」「脱炭素社会」
の構築への貢献を目指していきます。とりわけ、「脱炭素
社会」の構築への貢献は、2020年10月の政府のカーボ
ンニュートラル宣言によって、その重要性が一層増して
います。

　将来に向けての不確実性が増大し、VUCAの時代とい
われ、先行きを予想することは困難な状況にあります。こ
うした状況においては、一定の仮説を立て、それを検証
しながら、必要に応じて機敏に打つ手を変化させていく
ことができる組織能力を持てるかどうかが、企業として
の生き残りのポイントになると考えます。
　今、私自身は、情報は世界中を駆け巡るが、人・ものの
移動は抑制されることによって経済はブロック化されて
いくという見方をしています。パンデミックの影響や地球
規模でのCO2削減を図ろうとすることがこうした動きの
ドライバーとなると考えています。
　重要なのは、この見立て通りになるか否かではなく、こ
うした状況に対応するための備えをしておくことであり、
同時にバックアップのプランを準備しておくことです。
　プランA、Bを準備しておき、状況に応じていかに素早
く、適切なプランに切り替え、適応できるかということで
す。迅速、果断な意思決定のもと、機敏に行動できる組
織能力が必須であると考えます。
　こうした考えをベースに持ちながら、現在取り組むべ
きものとして、以下の5つの改革を進めています。

【5つの改革】
1.	事業構造改革（ポートフォリオの最適化）
2.	�ものづくり改革（工場ビジョン／ものづくり経営フ

レームワーク／プロセス高度化）
3.	人事制度改革（経営人材育成/職務型人事制度検討）
4.	DX：Digital Transformation 
5.	�CX：Corporate Transformation

　当社グループは、2017年度に生じた品質問題を契機
として、以下の３点
■ コミュニケーションの量・質両面の不足
■ 脆弱なコンプライアンス体制・意識
■ 不十分な資源配分
を改善すべき課題としてガバナンス強化に取り掛かりま
した。
　また、業務遂行における優先順位としてSCQDE※とい
うスローガンを定め、その徹底、浸透にも力を入れてい
ます。
※	 �SCQDE：当社グループが掲げる、業務遂行における判断の優先順位
	 S	:	Safety & Health（安全・健康最優先）
	 C	:	�Compliance & Environment（法令遵守、公正な活動、環境保全）
	 Q	:	Quality（「顧客」に提供する製品・サービス等の品質）
	 D	:	Delivery（納期厳守）
	 E	:	Earnings（適正利益）

　２０１９年に指名委員会等設置会社へ移行し、コーポ
レートガバナンスの強化を図るとともに、社内のガバナ
ンス体制整備を目的に、「目指す組織・風土」として次の６
項目を掲げ、組織風土の改革に着手しました。

【目指す組織・風土】
1.	�自由闊達なコミュニケーションができる健全で風通し

の良い組織　　
2.	自律的な課題解決能力を持つ組織
3.	事業についての十分な理解を共有している組織　　
4.	迅速、果断な意思決定をする組織　　
5.	�プロダクト型とプロセス型ビジネスの相違を意識した

事業運営をする組織
6.	徹底したデジタル化を志向する組織

　こうした取り組みを踏まえ、先に示した22中経を策定
しました。
　これらの戦略の実行、6項目の「目指す組織・風土」の
実現を推進し、迅速、果断な意思決定のもと、機敏に行
動できる組織能力を持つ企業グループへと進化すべく５
つの改革に取り組んでいます。

　事業構造改革（ポートフォリオの最適化）については、
22中経の中で各事業の現在位置を収益性、成長性の2
軸で示すことにしましたが、重要なのは各事業がどこに
位置しているかではなく、その位置を維持するため、また
は位置を変えていくために、必要かつ適切な施策、行動

を迅速に実践することにあります。各事業がどこに位置
付けられるかを示すことで、それぞれの事業が講ずべき
打つ手を明確に認識することが必須です。

　製造業である当社グループにとって、ものづくりの絶
えざる改革は欠かせません。ものづくり改革は、
■ �工場ビジョン（事業戦略に紐づいた工場ごとの課題と

施策のドリルダウン、工場との対話の共通言語）
■ �ものづくり経営フレームワーク（工場の自己診断によ

る改善課題抽出）
■ �プロセス高度化（デジタル化技術適用による自動化、

画像解析、データの見える化など）
を軸に、ものづくり力のレベルアップ、別格化、及び技術
伝承の停滞等による知識・スキル不足の解消に向けた取
り組みを継続するものです。（3ヵ年計画の2年目）

　新たな仕事のやり方や価値観、外部の視点や人材を積
極的に採り入れながら、複雑化する事業環境の中でも市
場競争力を維持向上することが喫緊の課題である中、人
事制度においても、旧来の仕組みから脱却し新しい働き
方へと向かう時期に来ていると考えます。
　当社では、定年延長を機に、2021年4月以降60歳到
達を迎える管理職の人事制度を、これまでの職能資格
ではなく職務を軸とする制度に改定しました。今後、こ
の職務を軸とした人事制度の考え方を、60歳未満の管
理職へも展開するべく検討していくこととしています。
言うまでもなく、組織風土、企業文化は意識と行動の変
容を伴う人材戦略のプロセスを通じて醸成される面が
大きく、後に述べるCXを進めるうえでも極めて重要な
要素であると考えています。自身のキャリアは自分で切
り開き会社とともに成長していこうという気概を持ち、
自律的に自身のキャリアを考える人材を育成することが
必要です。
　また、これまでは必要なポジションにはポテンシャル
を持つ内部人材を充当し、経験不足の部分は育成しなが
ら補うことを基本としてきました。しかしながら、ポジショ
ンによっては、専門的な知見が求められ、かつ、スピー
ディーな施策展開が求められることが増えており、内部
の人材だけでは後れを取る懸念が増大しています。多様
な視点を取り入れるという観点からも外部からの中途採
用者の活用を進めています。
　一方で、今後求められる経営人材の計画的な育成は、
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図2 改革の歩み（全体像）

■	5つの改革
	 1.	事業構造改革（ポートフォリオの最適化）
	 2.	ものづくり改革（工場ビジョン/ものづくり経営フレームワーク/プロセス高度化）
	 3.	人事制度改革（経営人材育成/職務型人事制度検討）
	 4.	DX：Digital Transformation
	 5.	CX：Corporate Transformation

2018

2019

2020

2021

■	ガバナンス元年→3つの課題の改善
	 ①コミュニケーションの量・質両面の不足、②脆弱なコンプライアンス体制・意識、③不十分な資源配分
■	SCQDE（業務遂行における優先順位）の徹底
	 （SCQDE：Safety & Health/Compliance & Environment/Quality/Delivery/Earnings）

【コーポレートガバナンス】
■	指名委員会等設置会社へ移行
	 1.	目的
	 	 ①意思決定の迅速化
	 	 ②取締役会の監督機能強化
	 	 ③経営の透明性、公正性向上
	 2.	CEOの指名プロセス明確化
	 3.	経営陣の報酬制度設計

【グループガバナンス】
■	目指す組織・風土
	 1.	自由闊達なコミュニケーションができる健全で風通しの良い組織
	 2.	自律的な課題解決能力を持つ組織
	 3.	事業についての十分な理解を共有している組織
	 4.	迅速、果断な意思決定をする組織
	 5.	プロダクト型とプロセス型ビジネスの相違を意識した事業運営をする組織
	 6.	徹底したデジタル化を志向する組織

■	中期経営戦略（22中経）スタート
	 1.	会社の目指す姿
	 2.	全社方針
	 3.	事業の長期目標・戦略

■	創業150周年
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企業としての継続的な価値向上のために欠かせません。
こうしたことに総合的に取り組んでいこうとするのが人
事制度改革です。
　DX（デジタルトランスフォーメーション）については、
競合に追いつき追い越すためには今がラストチャンスで
ある、という強い危機感のもと不退転の決意で進めて
いるものです。2020年４月にDX推進本部を設置、CDO
（Chief Digital Officer）を外部から招聘し、2020年度
は22中経に掲げた施策をより具体化するため、DXテー
マの選定と施策実現に向けた詳細検討を行い、
■ �「顧客との距離を縮める」を柱にすべての業務プロセ

スを見直す
■ �競合の取り組みに追いつき、グローバルで勝っていく

ための基盤をつくる
■ �安全・安心などものづくり活動の高度化、経営管理や

データ活用の高度化、業務効率化の推進など経営基
盤を強くする

ことをポイントにした21のDXテーマを選定するととも
に、2020年度から2025年度までの６年間の実行計画を
策定しました。
　また、DX人材の基盤強化を図るべく、デジタル・マイ
ンド、デジタル・リテラシーの向上、DX人材育成のため
のワークショップ等もあわせて実施しています。
　ＤＸはほかの改革項目との関連が深く、当社グループ
のトランスフォーメーション全体を繋ぐ基盤でもありま

事業ポートフォリオの最適化
　2020年度の事業ポートフォリオの最適化に関連した動きは、次のとおりです。

 　セメント事業については、既に公表している宇部興産
（株）とのセメント事業等の統合契約締結を受けて、以
下のとおり準備を進めています。
■ �2021年4月14日付で統合準備会社を設立
■ �2021年6月24日当社と統合準備会社の間の吸収分

割契約について当社株主総会にて承認
■ �2021年7月7日統合新社の社名（UBE三菱セメント

（株））・代表者公表
　構造改善が必要と位置付けた焼結部品事業について
は、2020年12月4日に（株）ダイヤメットの株式譲渡を完
了し、新たなオーナーのもとでの再出発をしています。
また、アルミ事業では、三菱アルミニウム（株）について、
コスト競争力強化、事業・製品の選択と集中を中心とし
た構造改善に取り組むとともに、本社移転、複数の海外
子会社の譲渡等も実施し、2021年3月期は一定の収益
改善に繋げています。

　事業ポートフォリオの最適化に向けた2021年度の取
り組みは、以下に重点を置いて進めています。
■ �銅加工、超硬事業の収益性回復
■ �新規事業探索機能強化
■ �電子材料事業の事業ポートフォリオ最適化

■ �アルミ事業の再建・再編の推進
■ �セメント事業の統合新社発足準備の遂行
　銅加工、超硬事業については、ポートフォリオにおい
て高収益の維持・向上を図る事業と位置付けたものの、
2020年度は業績が低迷しました。そこで、2021年度は
その収益性回復を一早く図る取り組みを、タスクフォー
スを組成して集中的に行うこととしています。
　電子材料事業は複数の事業・製品群で構成された複
合事業体であり、22中経において当初は事業全体を統
合したかたちで位置付けをしていました。2021年度は、
電子材料事業の各事業を細分化し、オーナーシップを取
るべき事業の観点、開発リソース、当社保有技術との関
連性、収益性・成長性の観点等からそれぞれの位置付け
を明確化し、ポジションに応じた対応を図っていきます。
　具体的には、半導体製造装置や半導体関連製品向け
事業は、投資強化による成長を維持していく方針とし、多
結晶シリコン事業や電子デバイス事業については収益構
造改善に取り組むこととしています。
　また、今後の成長が期待できるxEV部材については、
事業部門・開発部門・ものづくり部門が、開発から量産化
に至るまでの強固なビジネスモデル構築を目指し、協同
した取り組みを展開していきます。
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図4 事業構造改革の動き
C : カンパニーの略 ■ : 事業の長期目標

● Luvata社買収
● 三菱伸銅（株）吸収合併

高機能製品C

● テクニカルセンター設置
● 三菱日立ツール（株）100%子会社化

● 蘭E-Scrapサンプリングセンター設立
● 鉱業技術研究所設立

● LiBリサイクル
● 共同開発

● 山葵沢地熱営業運転開始
●地熱、水力発電所建設着工

グローバル・ファースト・
サプライヤー

銅加工
電子材料

（xEV部材/
半導体関連）

超硬 鉱山・製錬 セメント 環境リサイクル 再生可能
エネルギー

焼結部品
アルミ事業
電子材料

（多結晶シリコン/
電子デバイス）

加工事業C

戦略市場での
トップ3サプライヤー

金属事業C

環境親和型
製錬ビジネスの
リーダー

環境・エネルギー事業C

● 資源循環システムの牽引者
● 地熱開発のリーディングカンパニー

構造改善

● 事業構造改革
● 収益改善の徹底
● 海外展開加速

セメント事業C

高度な環境技術を持つ
国内外のセメント業界の

リーダー

1 45 6

2
7

3

1
● 宇部興産（株）とのセメント事業等の統合契約締結
● 2022年4月、統合新会社（UBE三菱セメント（株））発足

4 ● 2020年9月、ニューエナジーふじみ野（株）操業開始（食品廃棄物バイオガス化）

5 ● 2020年12月、マサン・ハイテック・マテリアルズ・コーポレーション社へ出資

6 ● 2021年2月、マントベルデ銅鉱山へ30%出資

7

三菱アルミニウムグループ
事業構造改善策（コスト競争力強化、事業の選択と集中）を実施中
● 2021年1月　中国子会社株式譲渡完了 
● 2021年4月　立花金属（株）株式譲渡完了

2 ● 2020年12月4日、（株）ダイヤメット株式譲渡完了

3
● 2021年7月1日、（株）ダイヤコンサルタント（土木地質系）
 株式譲渡

す。現在の22中経だけでなく、それに続く経営戦略の核
となる重要な取り組みと位置付けています。
　CX（コーポレートトランスフォーメーション）は、
■ �グループ戦略を司るHQ（本社）
■ �効率化・高度化を担う機能部門
■ �自律経営を実行できる強い事業部門
の組み合わせを目指すべきコンセプトとして、その実現
に向けた最適な経営形態への改革です。
　以下に示す狙いのもと、グループ全体の企業価値向上
に資する最適な経営形態の検討を進めています。

CXの狙い
1.	本社/機能部門/事業部門間の役割分担の明確化
2.	�事業環境、事業特性に合わせたスピーディーで柔軟

な事業運営
3.	�本社/機能部門/事業部門間の遠心力・求心力のバラ

ンス追求によるガバナンス機能強化
4.	�間接業務の役割認識とその企業価値向上への貢献に

ついての意識、コスト意識の醸成
5.	�自らの役割、事業に対する責任の強い自覚を通じ、目

指す姿の実現による企業価値向上を志向するマイン
ド、組織風土変革

6.	経営人材の育成

　2021年度の取り組みを、全社方針、6項目の「目指す組
織・風土」との関連でまとめると次表のとおりとなります。
 

※リスクマネジメントにおける全社クリティカルリスク

図3 2021年度取組方針（22中経との関連）

全社方針 これまでの取組 2021年度の取組方針

①事業ポートフォリオの
　最適化

●セメント事業統合契約締結
●収益改善事業の再建・再編
●タングステン事業拡大への出資
●マントベルデ銅鉱山への出資
●安比地熱発電、食品廃棄物バイオガス化事業開始

●電子材料事業の事業ポートフォリオの最適化
●新規事業探索機能強化（新事業開発部）
●DX推進（DX推進部、システム戦略部、外部人材）
●業務効率化推進（業務プロセス変革推進部）
●人事制度改革（経営人材育成、職務型人事制度）
●ものづくり競争力向上継続※（工場ビジョン、ものづくり経営FW、プロセス高度化）

②事業競争力の
　徹底追求

③新製品・新事業の創出 ●CVCの活用　●NIMS-MMC情報統合型材料開発C ●（新規事業探索機能強化）　●（DX推進） 

目指す組織・風土 これまでの取組 2021年度の取組方針
①自由闊達なコミュニケーションが
　できる健全で風通しの良い組織

●あらゆる階層・機会での
　コミュニケーション改善

●組織のヒエラルキーに依存した上意下達だけでなくさまざまな階層への
　直接アクセス推進

②自律的な課題解決能力を持つ組織 ●ガバナンス審議体制構築・運用、
　監査の充実による改善

●ガバナンス強化（不正取引/独占禁止法違反の防止）※

●本社/機能部門/事業部門の役割分担明確化

③事業についての十分な理解を
　共有している組織

●事業ポートフォリオの最適化
　（事業ドメインの縮小） ●経営管理メッシュの細分化/深化

④迅速、果断な意思決定をする組織 ●指名委員会等設置会社への移行に伴う
　執行への権限移譲 ●事業部門への権限移譲

⑤プロダクト型とプロセス型ビジネスの
　相違を意識した事業運営をする組織

●R&D、ものづくり、人材交流における
　意識的な運営 ●事業部門ごとの特性にあった事業運営体制

⑥徹底したデジタル化を志向する組織 ●DX推進本部による計画策定・実行 ●MMDX2年目　●サイバー攻撃に対するセキュリティ強化※

経
営
革
新（
C
X
）委
員
会
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事業競争力の徹底追求／新製品・新事業の創出
　2020年度には、ベトナムを主な拠点としてタングステ
ン事業等を展開するマサン・ハイテック・マテリアルズ・
コーポレーション社（MHT社）への出資を行いました。同
社との長期的な戦略提携関係を構築することで、同社傘
下のグローバル拠点を活用したタングステンリサイクル
事業に関する共同事業の立ち上げ、高品質タングステン
粉末製造に関する技術提携等をはじめとしたタングステ
ン中流域事業での協業について検討を進めていく考え
です。同社との協業検討を含む諸施策の実施により、加
工事業の拡大、成長を加速していく考えです。
　2021年2月に、チリのマントベルデ銅鉱山の30%権
益取得を完了し、正式にこのプロジェクトへ参画すること
となりました。2023年からの銅精鉱の引き取りを予定し
ています。金属事業は長期戦略として「クリーンな銅精鉱
とE-Scrapからなる持続可能な原料ポートフォリオの形
成」を掲げており、不純物の少ない高品質な銅精鉱の安
定確保を可能とする今回のプロジェクトは大きな前進と
いえます。
　環境・エネルギー事業関係では、2020年9月から食品
廃棄物を受け入れ、バイオガス化して発電し、残渣はセメ

ント原料化する事業を開始しています。これは「循環型社
会」「脱炭素社会」の構築への貢献に繋がるものです。コ
ロナ禍の影響で変化する食品廃棄物の発生の構図に素
早く対応するという課題がありますが、操業における知
見を蓄積し、今後の拡大へと結びつけていく考えです。
　新製品・新事業創出の取り組みとしては、
■ �コーポレート・ベンチャーファンド「MMCイノベーショ

ン投資事業有限責任組合」を通じた出資
■ �NIMS-三菱マテリアル情報統合型材料開発センター

設立
のふたつの動きがあります。
　コーポレート・ベンチャーファンドは2019年に設立し、
2019年度に1件、2020年度には3件の出資を行ってい
ます。いずれも当社の強みを活かしつつ、協業によるイ
ノベーションを目指す動きとなっています。

　NIMS-三菱マテリアル情報統合型材料開発センター
では、NIMS（国立研究開発法人物質・材料研究機構）の
情報統合型材料開発基盤に、当社が材料開発において
蓄積した実験データや解析モデル、経験則等さまざまな
要素を融合させることで、複数の素材・プロセスの組み

合わせによって製造される実用材料の性能・寿命等を予
測する情報統合型材料開発システムを2025年までに構
築していくことを計画しています。IoT・AIやロボット等の
革新技術を取り入れた研究開発や生産プロセスの高度
化を推進することにより、注力分野としているIoT・AI、次
世代自動車、都市鉱山、クリーンエネルギー・脱炭素化
等の分野において効率的でスピーディーな製品開発を
実現し、目指す姿の実現に繋げていこうとする考えです。

22中経見直し
　中長期の目指す姿には全く変更はないものの、22中
経初年度の実績が新型コロナウイルス感染症の影響等
により当初の見込みに対し大幅に悪化しました。今後、
ワクチン普及、集団免疫獲得等に伴い業績は徐々に回
復し、2022年度には、高機能製品、加工事業について
はコロナ禍前の水準に回復することを想定しているもの
の、想定する需要回復の鈍化による成長投資の先延ば
し、セメント事業の持分法適用会社への移行影響や金属
事業の鉱山配当の減少影響といったインパクトがあり、
22中経最終年度である2022年度は当初目標に対して
下振れする見込みとなっています。こうしたことを踏ま

え、2021年5月に財務計画を中心に22中経の見直しを
公表しました。

1） 財務計画・財務目標
　2020年３月に公表した 2022年度のROICやEBITDA
等の目標の達成は 2023年度以降に遅延する見込みで
す。そのため、22中経は効率性･収益性改善の基盤を固
め、2023年度以降の確実な成長軌道に繋げる期間と位
置付けました。

　見直し後の2022年度の全社の財務目標は、ROIC 
4.0％（見直し前6.0％）、ROA 2.0％（同4.0％）、ROE 
6.0％（同7.0％）、連結営業利益290億円（同580億円）、
連結経常利益380億円（同750億円）、ネットD/Eレシオ 
1.0倍以下（同1.0倍以下）です。

価値創造と
パフォーマンス トップメッセージ 三菱マテリアル

グループについて 事業戦略 コーポレート戦略 基盤強化 ガバナンス 財務情報
企業情報

図5 事業ポートフォリオの最適化 図6 「MMCイノベーション投資事業有限責任組合」投資実績

【自社がオーナーシップを取るべき事業への集中】
●ビジョン・会社の目指す姿と整合性のある事業　
●自社としてガバナンスできる事業
●世界または特定の地域でリーダーの地位を得られる事業
●中長期的に資本コストを上回るリターンを継続できる事業

【ポートフォリオの構築】
●収益性と成長性の2軸で事業の方向性を決定
●収益性はROIC（スプレッド）により評価
●成長性はEBITDA成長率等により評価

投資強化による成長、高収益の維持・向上を図る成長期待がある中、方向性見極めを進める高

成
長
性

低

低 収益性（ROIC） 高

業務効率化・M&Aによる収益性維持・向上を図る収益構造改善を実施しつつ、M&A・事業撤退も視野に入れる

新規事業
● 銅加工
● 超硬
● 半導体関連（電子材料）

● 多結晶シリコン（電子材料）
● 電子デバイス（電子材料）
● アルミ事業

● セメント

● xEV部材（電子材料）
● 鉱山・製錬
● 環境リサイクル
● 再生可能エネルギー

当社グループの中長期的な技術の育成、協業によるイノベーションの創出及び新たな価値創造のため、
「MMCイノベーション投資事業有限責任組合」を設立し､新規事業候補となる素材技術等を持つ下記のベンチャー企業へ出資

時期 投資先 投資先の技術・製品 当社の狙い

2019年10月 エレファンテック（株）

金属ナノインクのインクジェット印刷と無電解銅
めっきを用いた、アディティブ・マニュファクチュ
アリングによる電子回路基板の製造技術を保有
している。

同社を評価パートナーとして「銅ナノインク」の
開発を開始、回路基板用に銅の新製品を開拓し
材料供給の機会を狙う。

2020年5月 （株）エネコートテクノロジーズ
従来のシリコン系の太陽電池と比べて、高い発
電効率と軽量性、柔軟性を特徴とするペロブス
カイト太陽電池の開発を行っている。

ペロブスカイト太陽電池の性能向上や鉛フリー
化に必要な周辺材料等の開発に関して同社と協
業し、ペロブスカイト太陽電池の普及時の材料
供給の機会を狙う。

2020年6月 CONNEXX SYSTEMS（株）
リチウムイオン電池（LiB）と鉛蓄電池を組み合わ
せた新規の蓄電池や高出力LiB、次世代電池の
開発・生産技術を有している。

使用済み車載LiBをリユース・リサイクルする技
術開発を進めており、回収された使用済み車載
LiBの定置用蓄電池等へのリユースを同社と検
討することで、リユース事業を推進する。

2020年9月 Nature Architects（株）

部品等の軽量化のために必要な部分のみに強
度を持たせたり、硬い部材に振動を吸収する機
能を付与したりする等の独自の構造体設計技術
に強みがある。

同社と協業し、当社が持つ非鉄金属をはじめと
する材料特性に関する知見と、同社の設計技術
を掛け合わせ、当社の材料を活かした積層造形
で、新たな付加価値を持った独自の製品の開発
に取り組んでいく。

[トップメッセージ]
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2） 財務計画・資源配分
　投資については、高機能製品、加工事業を中心に投資
時期を一部延期した一方で、2020年３月の22中経公表
時点では未確定であった成長投資等を織り込みました。
見直し後の22中経期間の投資総額は、成長戦略投資
1,950億円（見直し前1,900億円）、維持更新投資1,600
億円（見直し前1,700億円）の合計3,550億円（見直し
前3,600億円）を見込んでいます。これらを、営業キャッ
シュ・フロー及び事業再編・資産売却収入を源泉として
実行します。新型コロナウイルス感染症の影響により、
営業キャッシュ・フローが減少する見通しの中、需要拡
大が想定より遅れる事業への22中経期間中の成長投資
は絞り、高水準な銅価により好収益が期待できる鉱山投
資及びＭ＆Ａに係る投資は積極的に実行していきます。
加えて、老朽化設備のトラブルによる機会損失の極小化
は、収益力の基盤を確保するために不可欠との認識のも
と、更新投資は着実に実行し、将来の成長に繋げていく
考えです。なお、これらの投資を継続的に実行していく
一方で、財務体質の強化、充実を図るため、2021年２月
に、ハイブリッドローンによる1,000億円の資金調達を実
施しました。

3） 株主還元方針
　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重
要目的のひとつとして認識し、安定的かつ継続的に実施
していくことを基本方針としながら、期間収益、内部留
保、財務体質等の経営全般にわたる諸要素を総合的に判
断のうえ、決定する方針としています。配当の額につい
ては、全社方針として掲げる「事業ポートフォリオの最適
化」「事業競争力の徹底追求」及び「新製品・新事業の創
出」に向けた投資等に必要な資金、先行きの業績見通し、
連結・単体の財務体質等を勘案して判断します。自己株
式取得については、機動的な追加的株主還元として実施
し、資本効率の向上を図っていきます。
　22中経期間中の配当金額については、１株当たり年
間80円とする方針としていましたが、同期間中の営業
キャッシュ・フローや資産売却等の特殊要因調整後の純
利益が当初の予想を大きく下回る見通しを受け、配当に
ついては安定性・継続性を重視し、安定的に創出可能と
判断した営業キャッシュ・フローの水準に基づき、22中
経期間中の年間配当金額の下限を１株当たり50円に変
更しました。そのうえで、資産の売却等を加速させ自己

株式取得や追加配当等の機動的な資金配分を行うこと
により、22中経期間中において当初見込んでいた配当
総額並みの株主還元の実施を目指すことにしました。

ESGに関する取り組み
1） 気候変動への取り組み
　当社は2020年にTCFD（気候関連財務情報開示タス
クフォース）への賛同を表明し、TCFDコンソーシアムへ
参画しました。2021年3月に温室効果ガス（GHG）排出
削減目標として、当社グループ全体で2030年度までに
2013年度比17%以上の削減を目指すことを表明してい
ます。GHG排出量が多いセメント事業での削減目標が
15%程度にとどまる見込みですが、高機能製品、加工事
業等の事業では20％から30%を超える削減目標として
います。更に、最終的に2050年のカーボンニュートラル
を実現すべく、2030年の目標の上積みを図っていく考
えです。
　セメント事業では、工場で発生するCO2を分離回収し、
水素と化学反応させることでメタン等を合成し、それを
セメント製造の熱エネルギーとして再利用する技術の開
発に取り組んでいます。
　当社グループは、国内で地熱・水力・太陽光発電所を
有し、再生可能エネルギー事業を展開しています。地熱
発電については、今後促進策が期待されます。

2） 循環型社会への貢献と脱炭素社会への貢献の統合
　当社グループの幅広い循環型ビジネスは、当社グ
ループが目指す姿として掲げる循環型社会の構築に貢
献するものです。特に、都市ごみ処理へのアプローチは
人々の生活に密着したものとして、環境負荷低減への寄
与を果たすものです。
　今後は、循環型ビジネスにおいても、廃棄物を処理す
るプロセス全般でのCO2削減を進めることで、ライフサ
イクル全体で脱炭素社会の構築への貢献に繋げていき
たいと考えています。
　また、当社はかつて国内の炭鉱や金属鉱山を多数経営
していました。そのほとんどは坑内採掘であり、坑木が必
要資材であったため、当社は14,000haを超える広大な
森林を所有してきました。そうした森林を現在も適切に管
理することにより、CO2の吸収・固定や浸食防止等といっ
た森林の公益的機能を維持し、また、生物多様性を確保
すること等を通じ、環境保全への貢献もしています。

図7 22中経の見直し（財務指標）

投資方針

中経における主要事業のROIC等の変化（2017-2019年度平均との対比）

●2020～2022年度累計キャッシュ・フロー

キャッシュ・イン	 （単位：億円）

※1 事業再編、政策保有株式売却等

当初計画 見直計画 増減
営業CF 2,800 	 2,400 -400
その他 600 	 1,450	※1 850
合計 3,400 	 3,850 450

●2020～2022年度累計投資計画	 （単位：億円）

高機能製品 加工事業 金属事業 セメント事業 環境・エネルギー事業 その他事業
当初計画 820 1,070 740 300 150 520
見直計画 780 810 930 470 180 380
増減 -40 -260 190 170 30 -140

主な増減内訳 ・	成長投資減 ・	成長投資減
・	M&A増 ・	鉱山投資増

・	事業統合投資増
・	環境対応投資増
	 （米国）

・	家電、再生エネ
	 成長投資増

・	アルミ事業設備
	 投資減

株主還元方針
●中経期間中の配当は年間50円／株を下限とする。
●資産の売却等を加速させ、自己株式取得や追加配当等の機動的な資金配分を行うことにより、22中経期間中において
　当初見込んでいた配当総額並みの株主還元の実施を目指す。

2020〜2022年度 当初計画 2020〜2022年度 見直し計画
配当 80円／株 50円／株

図8 22中経の見直し（資源配分）

キャッシュ・アウト	 （単位：億円）

当初計画 見直計画 増減

投資CF
成長投資 1,900 1,950 50
維持更新投資 1,700 1,600 -100
小計 3,600 3,550 -50

財務CF 配当等※2 460 420 -40
合計 4,060 3,970 -90
※2 配当金の支払額、自己株式取得額及び非支配株主への配当金の支払額

2017-2019年度
平均

2022年度末
目標

全社
ROIC 4.2% 4.0%
ROA 3.1% 2.0%
ROE -2.0% 6.0％

2017-2019
平均

2022年度末
目標

事業部門別
KGI

2017-2019
平均

2022年度末
目標

高機能製品
銅加工

ROIC

3.8% 3.0% EBITDA 144億円 140億円
電子材料 2.5% 4.2% EBITDA 41億円 110億円

加工事業 超硬 8.3% 5.3% EBITDA 281億円 220億円
金属事業 25.0% 12.9% 	 ROA	※ 8.9% 7.2%

環境・
エネルギー
事業

環境
リサイクル 1.4% 2.4% 	 ROA 2.0% 2.8%

再生可能
エネルギー 4.3% 2.6% 	 ROA 5.6% 3.3%

主要事業のROIC等、財務指標の見直し結果

主要事業
ROIC EBITDA／ROA

22中経 当初目標値 22中経 見直目標値 22中経 当初目標値 22中経 見直目標値

高機能製品
銅加工 4.0% 3.0% 200億円 140億円
電子材料 6.0% 4.2% 160億円 110億円

加工事業 超硬 7.0% 5.3% 390億円 220億円
金属事業 10.5% 12.9% 6.5% 7.2%

環境・エネルギー
事業

環境リサイクル 4.0% 2.4% 6.0% 2.8%
再生可能エネルギー 4.0% 2.6% 5.5% 3.3%

●�22中経期間は効率性･収
益性基盤を固め、確実な成
長軌道に繋げる

●�2023年 度 以 降 速やかに
22中経当初目標の達成を
目指す

（2017-2019年度 平均）

銅加工
3.8%

5％

（2022年度末 目標）

ROIC

投下資本

5％

ROIC

投下資本

電子材料
2.5%

超硬
8.3%

金属
25.0%

環境
リサイクル
1.4%

再生可能
エネルギー
4.3%

銅加工
3.0% 電子材料

4.2%

超硬
5.3%

金属
12.9%

環境
リサイクル
2.4%

再生可能
エネルギー
2.6%

[トップメッセージ]

※地金代を控除して算出
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価値創造と
パフォーマンス トップメッセージ 三菱マテリアル

グループについて 事業戦略 コーポレート戦略 基盤強化 ガバナンス 財務情報
企業情報

3） 新しい働き方へ
　新型コロナウイルス感染症の拡大は、オフィスでの働
き方に大きな変化をもたらしています。2020年4月の1
回目の緊急事態宣言下では、本社オフィスを閉鎖し、本
社機能をさいたまオフィスに全面移管して事業継続を行
いました。その後も緊急事態宣言の発出や感染状況に応
じて、在宅勤務やサテライトオフィスの運用によりリモー
トワークを推進し、オフィスへの出社率を10%から50%
の間でコントロールしてきました。今後は平時でも出社
率を5割以下で運用することとし、グループ単位でのフ
リーアドレスの導入等、新しい働き方の実現を図ってい
きます。本社オフィスはリモート環境では希薄になるリア
ルな関係を構築する場「コミュニケーション・コア」との位
置付けをしています。

4） コーポレートガバナンスの進化に向けて
　当社は2019年6月に指名委員会等設置会社への移行
に合わせ、CEOの選解任プロセス、後継者育成計画の議
論、役員報酬制度の見直し、社外取締役が全体に占める

比率の増加等を進めるとともに、取締役会の継続的改善
を進めています。
　今般、6月11日付でのコーポレートガバナンス・コー
ドの最新の改訂を踏まえ、取締役会傘下にサステナビリ
ティを巡る課題についての基本的な方針を議論する委員
会の設置や、監査に関する信頼性を高める取り組み、社
外取締役に関する後継者計画の策定等についての検討
を進めていく考えです。引き続き、モニタリングボードと
しての取締役会の機能向上を図っていきます。
　加えて、ビジネスにおける人権への留意への重要性が
増す中、サステナブル経営推進本部に新たに人権部会を
立ち上げ、従来の人権に関する取り組みを拡大、深化し
ていきます。

コミュニケーションの改善
　コミュニケーションの量・質両面の不足は、2018年6
月の社長就任以来、最も重要なテーマのひとつとして継
続的に改善に取り組んできました。これにより、部門・階
層間のコミュニケーション機会は着実に増加しています。

しかしながら、依然として上意下達型、上司から部下への
一方向のコミュニケーションが多く、伝えるべきことが伝
えられずに終わっているケースがあり、コミュニケーショ
ンの質の面ではまだ改善すべき点があります。
　個々人の持つ能力を最大限に引き出すためにも、コ
ミュニケーションスタイルを変革していくことが必要と考
えています。2021年度は、双方向かつ密なコミュニケー
ションを目指して、1-on-1 ミーティングや、タウンホール
ミーティング等を実践していく予定です。
　当社グループでは、機会あるごとに、業務遂行におけ
る判断の優先順位の「SCQDE」についての説明を繰り返
し、その更なる浸透を図るとともに、全執行役が毎週、情
報共有をする形で「バッドニュースファースト」を率先垂
範しています。コミュニケーションの質的改善は、こうし
た取り組みの基盤ともなるものです。また、確実な戦略
実行、施策の展開のためにはその内容の理解が必須で
あり、これをより確実なものにするためにもコミュニケー
ションの改善は極めて重要であると考えます。

創業150周年を迎えて
　当社グループは2021年、創業150周年を迎えまし
た。150年の長きにわたり、時代の荒波の中、営々とバト
ンを引き継いできた諸先輩への敬意、支えていただいた
全てのステークホルダーの方々に対する感謝の念に堪え
ません。
　150年の歴史は決して将来を約束、保証してくれるも
のではなく、私たち自身の手で新たな歴史を繋いでいか
なければなりません。
　150周年を機に「つくる、かえる、マテリアル」というコ
ピーを打ち出しています。
 　このコピーには「新たな価値を創り、未来を創る。モノ
のあり方、自らを変える」という意味を込めています。当
社グループの目指す姿である「豊かな社会」「循環型社会」
「脱炭素社会」の構築に貢献できる、新たな素材・技術・
事業を創造し、新たな歴史のページを紡ぎ出すために、
自ら変革に挑み、５つの改革を通して企業価値の向上を
実現していきます。

図9 循環型ビジネスの全体像

有価金属回収
金属分

※ASR : 自動車粉砕残渣　LiB : リチウムイオン電池　W : タングステン

原料代替

自社品を含む製品回収 今後廃棄量増大処理対象の主な廃棄物

熱エネルギー代替

セメント原料
代替成分

最終処分に占める主灰、飛灰…約7割
（主灰218万t、飛灰70万t）

セメント工場

・焼却処理…約8割、最終処分…400万t
・最終処分のうちの焼却残渣:305万t

現状

※1 ニューエナジーふじみ野（株） 
 2020年9月 食品廃棄物の
 バイオガス化発電プラント
 営業運転開始
 処理量：40t/日

(将来）

原料、熱エネルギーとして
利用

廃プラ、汚泥 洗浄飛灰

「都市ごみ」へのアプローチ

※2 北九州アッシュ
 リサイクル
 システムズ（株）

バイオガス化※1

（エネルギー化）
焼却灰の洗浄処理※2

→セメント資源化食品廃棄物の分別・活用

セメント製品化 素材として再利用 自社製品原料として再利用

都市ごみ
4,000万t

・ 可燃ごみ/生ごみ/
 資源ごみほか

燃えがら（主灰）
ばいじん（飛灰）

再資源化
焼却処理

最終処分

焼却灰の資源化
→ 埋立量削減
→ 最終処分場延命

セメント工場 リサイクル工場/製品製造拠点銅製錬所

廃タイヤ・
廃プラスチック 家電 LiB※アルミ缶 太陽光

パネル切削工具（W※） フッ素化合物（F）焼却灰・下水汚泥・
石炭灰等 ASR※ E-Scrap

[トップメッセージ]

キービジュアルでは当社グループの事業活動が終わりのない循環型社会の構築に貢献していることを表現
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